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入札公告 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和４年１月７日 

独立行政法人日本スポーツ振興センター 

契約担当役  理事長  芦立 訓 

 

◎調達機関番号 576   ◎所在地番号 13 

 

1 事業概要等 

(1)品目分類番号 41、42、75、78 

(2)事業名 新秩父宮ラグビー場（仮称）整備・運営等事業 

(3)事業場所 東京都新宿区霞ヶ丘町3番2号 

(4)対象施設 新秩父宮ラグビー場（仮称） 

(5)事業概要 

令和４（2022）年で築75年を迎える秩父宮ラグビー場

は、施設の老朽化が著しく、耐震補強への対応が大きな

課題となるとともに、ユニバーサルデザインの導入や多

様化するニーズへの対応も求められていることから、

（仮称）神宮外苑地区市街地再開発事業の一環として新

たに整備を図ることとしている。 

新秩父宮ラグビー場（仮称）整備・運営等事業（以下

「本事業」という。）は、民間資金等の活用による公共

施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第

117号。以下「PFI法」という。）に基づき、事業者が自

らの事業提案書をもとに新ラグビー場（以下「本施設」

という。）にスポーツ博物館を含めた施設（以下「本施

設等」という。）の設計、建設を行った後、JSCに本施設

等の所有権を移転するBT（Build Transfer）方式とする

とともに、運営・維持管理について、JSC が事業者に対

して、本施設の公共施設等運営権を設定する公共施設等

運営権方式（コンセッション方式）とする。 

なお、本事業は、特定事業及び任意事業により構成さ

れる業務を対象とし、特定事業は次の①から⑤に示す業

務とする。なお、※印を付した業務については、本施設

のみを対象（スポーツ博物館は業務対象外）とする。 

① 施設整備業務 

a. 設計業務、b. 建設業務、c. 工事監理業務、d. 什

器備品調達業務※ 

② 開業準備業務※ 

a. 利用規則の策定業務、b. 予約管理業務、c. 広報・

情報発信、主催・誘致業務、d. 運営・維持管理業務の準

備業務、e. JSCへの協力業務、f. その他開業準備業務 

③ 運営業務※ 

a. 予約管理業務、b. 広報・情報発信、主催・誘致業

務、c. 施設の提供・利用料金収受業務、d. 来場者等に

対するサービス提供等業務、e. 駐車場管理業務、f. ラ

グビーその他スポーツの振興に資する業務、g. 周辺連

携業務、h. 近隣対応業務、i. 安全管理・防災・緊急事

態等対応業務、j. JSCへの協力業務、k. 公益財団法人

日本ラグビーフットボール協会との連携協力業務、l. 

運営期間終了時の引継業務、m. その他運営業務 

④ 維持管理業務 

a. 建築物保守管理業務、b. 建築設備保守管理業務、

c. 植栽管理業務※、d. 清掃業務、e. 環境衛生管理業

務、f. 備品保守管理業務※、g. 警備業務、h. 修繕業務 

⑤ 統括管理業務 

a. マネジメント業務、b. 総務・経理業務、c. 事業評

価業務 

(6)事業期間 

本施設等の施設整備期間は、特定事業契約締結日から

事業提案書に記載された期間までとする。ただし、本施

設においては遅くとも令和10（2028）年４月１日までに

はⅠ期の供用が開始できるようにすること。 

本施設の運営・維持管理期間は、Ⅰ期の運営開始日（公

共施設等運営権存続期間においては、運営権設定日）か

ら、運営権設定日の30年後の応当日の前日までとする。

また、JSCによる運営権存続期間の延長については、「特

定事業契約書（案）」に示す。 

スポーツ博物館の維持管理期間は、スポーツ博物館の

引渡日の翌日から運営権設定日の 30 年後の応当日の前

日までとする。 

 

2 競争参加資格 

(1)応募グループの構成 

応募グループは、複数の企業により構成されるグルー

プであること。 

応募グループは、構成企業から代表企業を定め、応募

時に提出する参加表明書に代表企業を明記の上、必ず代

表企業が応募手続を行うこと。 

応募グループは、事業者が特定事業を委託により実施

する場合には、設計業務、建設業務、及び工事監理業務、

並びに開業準備業務、運営業務、維持管理業務及び統括

管理業務の各業務を主として実施する構成企業及び協

力企業の法人名を応募申請書類に明記すること。ただし、

このうち、建設業務、運営業務及び統括管理業務の各業

務を主として実施する者については、各業務とも１者以

上は構成企業とし、その法人名を応募申請書類に明記す

ること。 

なお、応募グループを構成する企業は、他の応募グル

ープを構成する企業として参加できないものとする。 

(2)応募グループに共通する資格要件 

応募申請書類に記載する応募グループを構成する企

業のいずれも次の①から⑨に示す参加資格要件を満た

すものとする。 

 ① 独立行政法人日本スポーツ振興センター契約事務取

扱規程（平成15年度規程第49号）第２条及び第３

条の規定に該当しない者であること。 

② 参加表明書提出期限の日から開札の時までの期間
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に、文部科学省から「建設工事の請負契約に係る指

名停止等の措置要領」(平成18年1月20日付け17

文科施第345号文教施設企画部長通知)及び「設計・

コンサルティング業務の請負契約に係る指名停止

等の取扱いについて」（平成18年１月20日付17文

科施第346号文教施設企画部長通知）に基づく指名

停止を受けていないこと。また、独立行政法人日本

スポーツ振興センター競争参加者の資格等に関す

る細則（平成15年度細則第35号）に基づく指名停

止及び取引停止を受けていないこと。 

 ③ PFI 法第９条に示される欠格事由に該当しない者で

あること。 

④ 「会社更生法（平成14年法律第154号）」に 基づき

更生手続開始の申立てがなされている者又は「民事

再生法（平成11年法律第225号）」に基づき再生手

続開始の申立てがなされている者でないこと。ただ

し、会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがな

されている者又は民事再生法に基づき再生手続開

始の申立てがなされている者については､手続開始

の決定後に一般競争参加資格の再認定を受けてい

ること。 

 ⑤ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する

建設業者又はこれに準ずるものとして、文部科学省

発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続

している者でないこと、及び「誓約書」に誓約でき

る者であること。 
 ⑥ 本事業のアドバイザリー業務に関わっている法人又

はその法人と資本関係若しくは人的関係がある者で

ないこと。現時点で「本事業のアドバイザリー業務

に関わっている法人」については、次に示すとおり。 
・株式会社日本総合研究所 
・株式会社山下PMC 

・有限責任監査法人トーマツ 

・西村あさひ法律事務所 

 ⑦ 本事業で設置する有識者委員会の委員が属する企業

又はその企業と資本関係若しくは人的関係がある者

でないこと。 
 ⑧ 他の応募グループとの間に、資本関係若しくは人的

関係がある者でないこと。 
 ⑨ 国税を滞納している者でないこと。 

(3)代表企業に求める要件 

代表企業は、次の①から③に示すいずれかの資格を

有する者であること。なお、以下の資格を有していな

い者も参加表明書を提出することができるが、競争に

参加するためには、開札の時において当該資格の認定

を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けていること。 

 ① 令和１・２・３年度全省庁統一の競争参加資格にお

いて、「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の

等級に格付けされ、「関東・甲信越」地域の競争参加

資格を有する者であること。 

 ② 文部科学省における「一般競争参加者の資格」（平成

13 年１月６日文部科学大臣決定）第３章第 32条で

定める競争参加資格についての令和３・４年度設計・

コンサルティング業務のうち「建築関係設計・施工

管理業務」（会社更生法に基づき更生手続開始の申立

てをした者又は民事再生法に基づき再生手続開始の

申立てをした者にあっては、手続開始の決定を受け

た後に審査、再認定を受けた資格をいう。）の認定を

有する者であること。 

 ③ 文部科学省における「一般競争参加者の資格」（平成

13年１月６日文部科学大臣決定）第１章第４条で定

める競争参加資格についての令和３・４年度「建設

工事」（会社更生法に基づき更生手続開始の申立てを

した者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立

てをした者にあっては、手続開始の決定を受けた後

に審査、再認定を受けた一般競争参加者の資格をい

う。）の認定を有する者であること。 

(4)設計業務に携わる企業 

設計業務に携わる企業は、次の①から⑦に示す要件を

満たすこと。 
① 文部科学省における「一般競争参加者の資格」（平成

13年１月６日文部科学大臣決定）第３章第 32条で

定める競争参加資格についての令和３・４年度設

計・コンサルティング業務のうち「建築関係設計・

施工管理業務」（会社更生法に基づき更生手続開始

の申立てをした者又は民事再生法に基づき再生手

続開始の申立てをした者にあっては、手続開始の決

定を受けた後に審査、再認定を受けた資格をいう。）

の認定を受けていること。 

上記に掲げる「一般競争資格」を有していない者も

参加表明書を提出することができるが、競争に参加

するためには、開札の時において当該一般競争参加

資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受

けていること。 

なお、建築設備関係業務のみを分担する設計企業は、

設計・コンサルティング業務資格のうち「建築設備

関係設計・施工管理業務」の認定を受けていること。 

② 「建築士法（昭和25年法律第202号）」第23条に基

づく一級建築士事務所の登録を行っている者であ

ること。 

③ 設計業務を複数の設計企業が分担して行う場合に

あっては、いずれの設計企業においても上記①及び

②を満たしていること。 

④ 次のアからウまでの要件を満たす設計業務を総括

する管理技術者及び管理技術者の下で各業務分野

を総括する主任技術者を配置できること。 

ア 管理技術者及び総合分野の主任技術者は、設計企

業に所属し、直接的かつ恒常的な雇用関係（競争

参加資格確認申請書の提出日以前に３か月以上

の雇用関係）にあること。 
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イ 管理技術者は、建築士法第２条に規定する一級建

築士であり、競争参加資格確認申請書の提出時点

において、所定の定期講習を受講していること。 

ウ 管理技術者及び各業務分野の主任技術者は、各１

名とし、互いに兼任しないこと。 

業務分野は次のａ．からｄ．により、設計業務の主

たる業務分野はａ．総合分野とする。これら以外に

ランドスケープデザイン、インテリアデザイン、建

築物の外観等の視覚的要素のデザイン、その他の独

立した専門分野を追加することは差し支えない。そ

の場合は新たに追加する分野の当該部分の具体的

な業務内容、当該分野を追加する理由を明確にする

こと。 

なお、以下の一の業務分野を分割して新たな分野

として設定してはならない。 

ａ．総合分野：平成31年国土交通省告示第98号

別添第１項第一号ロ（１）及び第二号ロ（１）

に示す「設計の種類」における「総合」 

ｂ．構造分野：同上「構造」 

ｃ．電気設備分野：同上「電気設備」 

ｄ．機械設備分野：同上「設備」のうち「給排水

衛生設備」、「空調換気設備」及び「昇降機等」 

⑤ 管理技術者及び各業務分野の主任技術者は、平成８

年度以降本事業の競争参加資格確認申請書の申請

期限までの間に、完成・引渡しが完了した新築の建

築物の設計（基本設計及び実施設計を含む。）におい

て、以下に示す同種１～同種３のいずれかに携わっ

た実績があること。 

また、海外の実績についても条件を満たしていれば

実績として記載できる。 

ア 管理技術者 

 ａ．同種１ 

建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

建物規模：１棟で、観客席数2,500席以上又は 

     延床面積15,000㎡以上 

ｂ．同種２ 

建物用途：スポーツ観覧施設 

建物規模：１棟で、観客席数5,000席以上 

ｃ．同種３ 

建物規模：１棟で、延床面積30,000㎡以上 

イ 主任技術者 

 ａ．同種１ 

建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

建物規模：１棟で、観客席数1,250席以上又は 

     延床面積7,500㎡以上 

ｂ．同種２ 

建物用途：スポーツ観覧施設 

建物規模：１棟で、観客席数2,500席以上 

ｃ．同種３ 

建物規模：１棟で、延床面積15,000㎡以上 

⑥ 主たる業務分野である総合分野の業務を一括して

再委託しないこと。 

⑦ 応募グループを構成する企業及び再委託先のうち

分担業務分野の主任技術者が所属する事務所（以下

「協力事務所」という。）が、他の応募グループを構

成する企業及びその協力事務所となっていないこ

と。 

(5)建設業務に携わる企業 

建設業務に携わる企業は、次の①から⑧に示す要件を

満たすこと。 

① 文部科学省における各工事の一般競争参加者の資

格（会社更生法に基づき更生手続開始の申立てをし

た者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立

てをした者にあっては、手続開始の決定を受けた後

に審査、再認定を受けた一般競争参加者の資格をい

う。）を有し、「一般競争参加者の資格」（平成13年

１月６日文部科学大臣決定）第１章第４条で定める

ところにより算定した点数（一般競争（指名競争）

参加資格認定通知書の記２の点数）がそれぞれ次の

アからウに示す点数以上であること。 

上記に掲げる「一般競争資格」を有していない者も

参加表明書を提出することができるが、競争に参加

するためには、開札の時において当該一般競争参加

資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受

けていること。 

ア 建築一式工事  1,200点 

イ 電気工事        1,100点 

ウ 管工事          1,100点 

② 建設業務を複数の建設企業が分担して行う場合に

あっては、いずれの建設企業においても担当する工

事において上記①を満たしていること。 

③ 次のアからエまでのいずれかの実績を有している

こと。 

ア 平成８年度以降、本事業の競争参加資格確認申請

書の申請期限までの間に、元請として完成・引渡し

が完了した以下に示す同種１又は同種２のいずれ

かの要件を満たす新築工事の施工実績を有するこ

と。 

共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が

20％以上の場合に限る。異工種建設共同企業体の

場合の構成員の実績は、協定書により確認できる

ものに限る。事業協同組合の構成員の実績は認め

られない。 

Ａ 建築工事 

 ａ．同種１ 

   建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

   建物規模：１棟で、観客席数5,000席以上又は延

床面積30,000㎡以上 

ｂ．同種２ 

  建物用途：スポーツ観覧施設 
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  建物規模：１棟で、観客席数10,000席以上 

Ｂ 電気工事 

 ａ．同種１ 

  建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

工事種目：電灯設備及び火災報知設備 

建物規模：１棟で、観客席数 5,000 席以上又は

延床面積30,000㎡以上 

ｂ．同種２ 

建物用途：スポーツ観覧施設 

工事種目：電灯設備及び火災報知設備 

建物規模：１棟で、観客席数10,000席以上 

Ｃ 管工事 

  ａ．同種１ 

 建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

工事種目：空気調和設備及び給排水設備 

建物規模：１棟で、観客席数 5,000 席以上又は

延床面積30,000㎡以上 

ｂ．同種２ 

建物用途：スポーツ観覧施設 

工事種目：空気調和設備及び給排水設備 

建物規模：１棟で、観客席数10,000席以上 

イ 経常建設共同企業体の場合、経常建設共同企業体

構成員のうち１社は「前項ア 同種１又は同種２

の実績」を有すること。 

その他の経常建設共同企業体構成員は、平成８年

度以降、本事業の競争参加資格確認申請書の申請

期限までの間に、元請として完成・引渡しが完了

した以下の同種１又は同種２のいずれかの要件

を満たす新築工事の施工実績（その他の経常建設

共同企業体構成員の実績）を有すること。 

共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が

20％以上の場合に限る。異工種建設共同企業体の

場合の構成員の実績は、協定書により確認できる

ものに限る。事業協同組合の構成員の実績は認め

られない。 

Ａ 建築工事 

 ａ．同種１ 

   建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

建物規模：１棟で、観客席数 2,500 席以上又は

延床面積15,000㎡以上 

ｂ．同種２ 

   建物用途：スポーツ観覧施設 

   建物規模：１棟で、観客席数5,000席以上 

Ｂ 電気工事 

 ａ．同種１ 

   建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

工事種目：電灯設備及び火災報知設備 

建物規模：１棟で、観客席数 2,500 席以上又は

延床面積15,000㎡以上 

ｂ．同種２ 

建物用途：スポーツ観覧施設 

工事種目：電灯設備及び火災報知設備 

建物規模：１棟で、観客席数5,000席以上 

Ｃ 管工事 

  ａ．同種１ 

     建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

工事種目：空気調和設備及び給排水設備 

建物規模：１棟で、観客席数 2,500 席以上又は

延床面積15,000㎡以上 

ｂ．同種２ 

建物用途：スポーツ観覧施設 

工事種目：空気調和設備及び給排水設備 

建物規模：１棟で、観客席数5,000席以上 

ウ 複数の建設企業が建築工事、電気工事、管工事の

工事種別ごとに分担する場合は、各々分担する工

事種別について「③ア 同種１又は同種２の実績」

を有すること。また、電気工事、管工事で工事種

目を分割して工事を分担する場合は、それぞれ分

割する工事種目ごとに「③ア 同種１又は同種２

の実績」を有すること。 

エ 複数の建設企業が同一工事種別の工事を共同し

て行う場合又は工区を分割して工事を分担する

場合は、１社が「③ア 同種１又は同種２の実績」

を有し、その他の企業は「③イ その他の経常建

設共同企業体構成員の実績」を有すること。 

④ 複数の建設企業が建築工事、電気工事、管工事の工

事種別ごとに分担する場合は、工事種別ごと（電気

工事又は管工事で工事種目を分割して工事を分担

する場合は工事種目ごと）に、それぞれ以下「ア 資

格要件」及び「イ 実績要件」を全て満たす監理技

術者又は主任技術者を当該工事に専任で配置でき

ること。 

ア 資格要件 

 Ａ 建築工事 

１級建築施工管理技士又はこれと同等以上の資

格を有する者であること。なお、「これと同等以

上の資格を有する者」とは、次のとおりである。 

 ａ．一級建築士の免許を有する者 

 ｂ．国土交通大臣若しくは建設大臣が１級建築施工

管理技士と同等以上の能力を有すると認定し

た者 

 Ｂ 電気工事 

１級電気工事施工管理技士又はこれと同等以上の

資格を有する者であること。なお、「これと同等以

上の資格を有する者」とは、次のとおりである。 

 ａ．技術士（電気電子部門、建設部門又は総合技術

監理部門（選択科目を電気電子部門又は建設部

門に係る者に限る。））に合格した者 

ｂ．国土交通大臣若しくは建設大臣が１級電気工事

施工管理技士と同等以上の能力を有すると認定
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した者 

 Ｃ 管工事 

１級管工事施工管理技士又はこれと同等以上の資

格を有する者であること。なお、「これと同等以上

の資格を有する者」とは、次のとおりである。 

 ａ．技術士（機械部門（選択科目を「流体工学」又

は「熱工学」とするものに限る。）、上下水道部

門、衛生工学部門又は総合技術監理部門（選択

科目を「流体工学」、「熱工学」又は上下水道部

門若しくは衛生工学部門に係る者に限る。））に

合格した者 

 ｂ．「技術士法施行規則の一部を改正する省令（平成

15年文部科学省令第36号）」による改正前の技

術士（機械部門（選択科目を「流体機械」又は

「暖冷房及び冷凍機械」とするものに限る。）、

水道部門、衛生工学部門又は総合技術監理部門

（選択科目を「流体機械」、「暖冷房及び冷凍機

械」又は水道部門又は若しくは衛生工学部門に

係る者に限る。）に合格した者 

 ｃ．国土交通大臣若しくは建設大臣が１級管工事施

工管理技士と同等以上の能力を有すると認定

した者 

イ 実績要件 

Ａ 建築工事 

 平成８年度以降、本事業の競争参加資格確認申

請書の申請期限までの間に、元請として完成・引

渡しが完了した以下に示す同種１～同種３のい

ずれかの要件を満たす新築の建築工事を施工し

た実績を有すること。 

電気工事及び管工事、又はそのいずれかを含む建

築一式工事として行う場合、監理技術者又は主任

技術者にあっては、当該設備工事を含む建築一式

工事を施工した実績を有すること。 

ａ．同種１ 

   建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

建物規模：１棟で、観客席数 2,500 席以上又は

延床面積15,000㎡以上 

ｂ．同種２ 

   建物用途：スポーツ観覧施設 

   建物規模：１棟で、観客席数5,000席以上 

ｃ．同種３ 

   建物規模：１棟で、延床面積30,000㎡以上 

Ｂ 電気工事 

平成８年度以降、本事業の競争参加資格確認申請

書の申請期限までの間に、元請として完成・引渡

しが完了した以下に示す同種１～同種３のいず

れかの要件を満たす新築の電気工事を施工した

実績を有すること。 

  ａ．同種１ 

   建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

建物規模：１棟で、観客席数 1,250 席以上又は

延床面積7,500㎡以上 

ｂ．同種２ 

   建物用途：スポーツ観覧施設 

   建物規模：１棟で、観客席数2,500席以上 

ｃ．同種３ 

   建物規模：１棟で、延床面積15,000㎡以上 

Ｃ 管工事 

平成８年以降、本事業の競争参加資格確認申請書

の申請期限までの間に、元請として完成・引渡し

が完了した以下に示す同種１～同種３のいずれ

かの要件を満たす新築の管工事を施工した実績

を有すること。 

  ａ．同種１ 

   建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

建物規模：１棟で、観客席数 1,250 席以上又は

延床面積7,500㎡以上 

ｂ．同種２ 

   建物用途：スポーツ観覧施設 

   建物規模：１棟で、観客席数2,500席以上 

ｃ．同種３ 

   建物規模：１棟で、延床面積15,000㎡以上 

⑤ 電気工事及び管工事又はそのいずれかを含む建築

一式工事として行う場合においては、④アＡの資格

要件及び④イＡの実績要件を満たす監理技術者又

は主任技術者を専任で配置できるとともに、建築工

事は④イＡの実績要件及び電気工事が含まれる場

合は④イＢの実績要件、管工事が含まれる場合は④

イＣの実績要件を満たす技術者（当該工事の管理を

行う。）をそれぞれ配置できることとする。ただし、

建築工事で配置される技術者は、監理技術者又は主

任技術者と兼ねることができる。 

⑥ 監理技術者、主任技術者及び建築一式工事として行

う場合に配置する技術者について、事業契約締結日

から工事の始期までの間は配置を要しない。 

⑦ 監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証

を有し、監理技術者講習を修了している者であるこ

と。 

⑧ 監理技術者、主任技術者及び建築一式工事として行

う場合に配置する技術者は、建設企業と直接的かつ

恒常的な雇用関係（競争参加資格確認申請書の提出

日以前に３か月以上の雇用関係）にあること。 

(6)工事監理業務に携わる企業 

工事監理業務に携わる企業は、次の①から⑧に示す要

件を満たすこと。 

① 文部科学省における「一般競争参加者の資格」（平成

13年１月６日文部科学大臣決定）第３章第 32条で

定める競争参加資格についての令和３・４年度設

計・コンサルティング業務のうち「建築関係設計・

施工管理業務」（会社更生法に基づき更生手続開始
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の申立てをした者又は民事再生法に基づき再生手

続開始の申立てをした者にあっては、手続開始の決

定を受けた後に審査、再認定を受けた資格をいう。）

の認定を受けていること。 

上記に掲げる「一般競争資格」を有していない者も

参加表明書を提出することができるが、競争に参加

するためには、開札の時において当該一般競争参加

資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受

けていること。 

なお、建築設備関係業務のみを分担する工事監理企

業は、設計・コンサルティング業務資格のうち「建

築設備関係設計・施工管理業務」の認定を受けてい

ること。 

② 建築士法第23条に基づく一級建築士事務所の登録 

を行っている者であること。 

③ 工事監理業務を複数の工事監理企業が分担して行

う場合にあっては、いずれの工事監理企業において

も上記①及び②を満たしていること。 

④ 工事監理企業は、建設企業又は相互に資本若しくは

人事面において関連のある者であってはならない。 

⑤ 次のアからウに示す要件を満たす管理技術者、工事

監理者及び分担業務分野を担当する主任技術者を

配置できること。ただし、管理技術者は、（4）④の

設計業務で配置する管理技術者との兼務は認めな

い。 

ア 管理技術者及び総合分野の主任技術者は、工事監

理企業に所属し、直接的かつ恒常的な雇用関係

（競争参加資格確認申請書の提出日以前に３か

月以上の雇用関係）にあること。 

イ 管理技術者は、建築士法第２条に規定する一級建

築士であること。 

ウ 管理技術者及び各業務分野の主任技術者は、各１

名とし、互いに兼任しないこと。 

業務分野は、次のａ．からｄ．による。なお、管理

技術者は建築基準法第５条の６第４項に規定する

工事監理者を兼ねる。 

ａ．総合分野：平成31年国土交通省告示第98号別

添第１項第二号ロ（１）における（１）

総合に定める成果図書に基づき行う

業務 

ｂ．構造分野： 同上（２）構造に定める成果図書に

基づき行う業務 

ｃ．電気設備分野：同上(３)設備(ⅰ)に定める成果

図書に基づき行う業務 

ｄ．機械設備分野：同上(３)設備(ⅱ)～(ⅳ)に定め

る成果図書に基づき行う業務 

⑥ 管理技術者及び各業務分野の主任技術者の実績要

件について、平成８年度以降、本事業の競争参加資

格確認申請書の申請期限までの間に完成・引渡しが

完了した以下の新築の建築物の同種１～同種３の

いずれかの要件を満たす工事監理業務又は設計業

務（基本設計又は実施設計業務のいずれかでも可と

する。）の実績を有することとし、工事監理業務にお

ける管理技術者の実績については、建築基準法第５

条の６第４項に規定する工事監理者としての実績

であること。 

ア 同種１ 

  建物用途：屋内アリーナ（音楽系ホール等を含む） 

  建物規模：１棟で、観客席数1,250席以上又は延

床面積7,500㎡以上 

イ 同種２ 

  建物用途：スポーツ観覧施設 

  建物規模：１棟で、観客席数2,500席以上 

ウ 同種３ 

   建物規模：１棟で、延床面積15,000㎡以上 

⑦ 主たる業務分野である総合分野の業務を一括して

再委託しないこと。 

⑧ 応募グループを構成する企業及び協力事務所が、他

の応募グループを構成する企業及びその協力事務

所となっていないこと。 

(7)維持管理業務に携わる企業 

  維持管理業務に携わる企業は、次の①から③に示す要

件を満たすこと。 

① 令和１・２・３年度全省庁統一の競争参加資格にお

いて、「役務の提供等」で「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の

等級に格付けされた「関東・甲信越」地域の競争参

加資格を有する者であること。 

上記に掲げる「一般競争資格」を有していない者も

参加表明書を提出することができるが、競争に参加

するためには、開札の時において当該一般競争参加

資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受

けていること。 

② 維持管理業務を実施するにあたって必要な資格（許

可、登録、認定等）を有している者又は資格等を有

している者を業務の実施にあたらせることができ

る者であること。 

③ 維持管理業務を複数の維持管理企業が分担して行

う場合にあっては、いずれの維持管理企業において

も上記①及び②を満たしていること。 

(8)配置予定技術者に共通した取扱い 

 ① 配置予定技術者（候補者） 

設計企業及び工事監理企業における管理技術者

又は主任技術者並びに建設企業における監理技術

者、主任技術者又は技術者（以下「配置予定技術者」

という。）を決定できないことにより複数名の候補

者をもって競争参加資格確認申請書を提出するこ

とは差し支えないが、いずれの候補者も、配置・実

績要件を満たしていなければならない。複数名の候

補者をもって提出した場合は、事業提案書の提出時

までに配置予定技術者を決定し、当該配置予定技術
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者に係る競争参加資格確認申請書を再提出するこ

と。 

 ② 配置予定技術者の変更 

施設整備業務における配置予定技術者は、本施設

等の引渡日までの間（工事種別、工事種目を分割し

て工事を分担する場合には、当該部分に限る。）、病

気・死亡・退職等極めて特別な場合でやむを得ない

としてJSCが承認した場合の他は、変更を認めない。 

 ③ 配置予定技術者の実績要件（休業期間・感染症対応） 

配置予定技術者の実績要件について、平成８年以

降に産前産後休業（労働基準法（昭和 22 年法律第

49号）第65条第１項又は第２項の規定による休業）、

育児休業（育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第

76号）第２条第１号に規定する休業）及び介護休業

（同条第２号に規定する休業）を取得した場合は、

その取得期間と同等の期間を平成８年以前に加え

ることができる。取得期間は年単位とし、１年未満

の場合は切り上げた期間とする。また、本事業の競

争参加資格確認申請書の申請期限までに契約履行

が完了する予定であったが、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止に向けた対応のために履行期

間を延長したことにより、本事業の競争参加資格確

認申請書の申請期限までの間に、契約履行が完了で

きなくなった業務については、契約履行が完了した

とみなすことができる。 

(9)応募グループの変更又は追加 

参加表明書の提出に定める参加表明書の提出後は、

原則、応募申請書類に記載した応募グループを構成す

る企業の変更若しくは追加はできない。ただし、事業

提案書提出までの間においては、応募グループを構成

する企業（ただし、代表企業を除く。）については、や

むを得ない事情が生じた場合は、JSC が認めた場合に

限り、変更することができる。その際、所定の書式に

記入の上、速やかに書面を4（1）に示す住所に提出す

ること。 

なお、新たに追加する企業は、参加資格要件のすべ

て及び応募グループに求められる要件のうち、該当す

るものを満たすものとする。 

（10）公益財団法人日本ラグビーフットボール協会等との

関わりについて 

公益財団法人日本ラグビーフットボール協会（以下

「JRFU」という。）、関東ラグビーフットボール協会、

関西ラグビーフットボール協会、九州ラグビーフット

ボール協会、各都道府県ラグビーフットボール協会、

一般社団法人ジャパンラグビーリーグワンの６団体

（以下「JRFU 等」という。）との関わりは、公正な入

札を図るため次の①から③に示すとおりとする。 

 ① JRFU 等は応募グループを構成する企業として参加

できないものとする。 

 ② 応募グループを構成する企業は、入札公告から落札

者が決定するまでの間、JRFU等に接触してはならな

い。 

 ③ 事業者はSPC設立後、日本におけるラグビー競技を

統括する団体であり国内競技連盟である JRFU と協

議の上、ラグビーその他スポーツ振興に資する業務、

並びに本施設の運営業務のうち JRFU との連携協力

により効果的かつ効率的に遂行することができる業

務について、連携協力協定を締結し、これを実施す

るものとする。 

（11）海外における実績の取扱い 

設計企業の配置予定技術者の実績、建設企業及び配

置予定技術者の施工実績、並びに工事監理企業の配置

予定技術者の実績の確認を行うにあたっては、効力を

有する政府調達に関する協定を適用している国及び

地域並びに我が国に対して建設市場が開放的である

と認められる国及び地域以外の国又は地域に主たる

営業所を有する設計企業、建設企業及び工事監理企業

にあっては、我が国における実績をもって行うものと

する。 

  

3 総合評価に関する事項 

(1) 審査は、参加資格要件の充足を確認する「資格・実績の

確認」と、事業提案を評価する「提案審査」の２段階にて

実施する。なお、「提案審査」においては、提案内容が要

求水準を満足しているか否かを確認する「必須審査」及び

事業提案が優れた提案か評価基準に基づき審査を行う「加

点審査」を実施する。なお、落札者については、「提案審

査」の得点と入札価格をもとに総合評価を実施し、入札価

格が予定価格の範囲内である者のうち、総合評価点が最も

高い者を落札者とする。 

(2) 審査は、８名の学識経験者等で構成する「新秩父宮ラ

グビー場（仮称）整備等事業有識者委員会」をJSCが設

置し、応募グループから提出された事業提案書の審査を

行う。 

 

4 入札手続等 

(1) 担当部署 

独立行政法人日本スポーツ振興センター 本部事務

所 財務部調達管財課 

〒107-0061 東京都港区北青山２丁目８番35号 

電話番号03-5410-9140 

受付時間は、土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、9時0

0分から 17時 00分まで（12時 00分から 13時 00分を

除く。）。 

(2) 入札説明書の交付期間、場所及び方法 

令和4年1月7日（金）から令和4年2月21日（月）

まで。 

独立行政法人日本スポーツ振興センターホームペー

ジ（https://www.jpnsport.go.jp/corp/tabid/1367/Def
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ault.aspx）にて交付する。 

(3) 参加表明書、事業提案書及び入札書等の提出期間、場

所及び方法 

①参加表明書等の提出期間、提出場所及び提出方法 

提出期間は令和４（2022）年１月７日（金）から２

月21日（月）17時まで。提出場所は４（１）に同

じ。持参、郵送又は託送(書留郵便等の配達記録が残

るものに限る。)で提出すること。 

②事業提案書及び入札書の提出期間、場所及び方法 

提出期間は令和４（2022）年５月27日（金）から６

月１日（水）17時まで。提出場所は４（１）に同

じ。持参、郵送又は託送(書留郵便等の配達記録が残

るものに限る。)で提出すること。 

③開札 

ア 開札日時は、令和４（2022）年８月22日（月）14

時とする。 

イ 開札場所は、独立行政法人日本スポーツ振興センタ

ー本部事務所とする。開札場所の詳細については、

別途応募グループの代表企業へ連絡する。 

5 その他 

(1)手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2)入札保証金及び契約保証金 

①入札保証金 免除する。ただし､落札者が基本協定に

応じない場合又は事業者が特定事業契約に応じない場

合は､落札価格に対し100分の５の率を乗じた額を違約

金として徴収する｡ 

②契約保証金 納付する。詳細は、入札説明書及び

「特定事業契約書（案）」による。 

(3)入札の無効 

本公告において示した競争参加資格のない者が行った

入札、参加表明書及び競争参加資格の確認に必要な書

類に虚偽の記載をした者が行った入札、その他入札に

関する条件に違反した入札は、無効とする。 

(4)手続における交渉の有無 無 

(5)契約書作成の要否 要 

(6)事業提案書のヒアリングを行う。 

(7)関連情報を入手するための照会窓口 4（1）に同じ 

(8)詳細については入札説明書による。 

６ Summary 

(1) Official in charge of disbursement of the 

procuring entity: 

Satoshi Ashidate, President, JAPAN SPORT 

COUNCIL 

(2) Classification of the services to be 

procured: 41、42、75、78 

(3) Subject matter of the contract: 

Construction and operation project for 

“Tentative name Prince Chichibu Memorial Rugby 

Stadium” 

(4) Time-limit for the submission of application 

forms and relevant documents for the 

qualification:  

17:00 P.M, 21 February 2022. 
(5) Time-limit for the submission of tenders:  

17:00 P.M, 1 June 2022. 
(6) Contact point for tender documentation: 

Finance Department，JAPAN SPORT COUNCIL, 2-8-35 

Kitaaoyama Minato-ku Tokyo Japan, 107-0061 

TEL： +81-(0)3-5410-9140 

 


